
 

別表１－１　ワンストップ相談窓口　【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村が実施する創業支援等事業（羽村市） 

 創業支援等事業の目標

 （背景） 

・羽村市では令和3年度策定の「第六次羽村市長期総合計画」に基づき「第二次羽村市産業

振興計画」を策定し、本計画における「工業の振興」において、「企業立地・定着促進」に

おける「企業立地の促進」として、企業誘致促進制度の活用、市内工業用地等の有効利用等

により、企業立地を促進することで、創業希望者を支援するとしている。また、「商業の振

興」において、「新たなチャレンジの支援」における「創業支援」として、商店会等に新た

に出店を希望する創業者を支援するとしている。 

・市、商工会、地域金融機関、士業ネットワーク等民間の創業支援機関による「羽村地域産

業振興懇談会」における創業支援機能を「羽村市創業支援ネットワーク」(別紙参照)として

起業・創業支援体制を整える。 

・羽村市が創業支援コーディネーターを設置するとともに、ワンストップ相談窓口を設置

し、創業支援連携機関と、相談や要望に対して適切な対応を図る。 

 

（目標の根拠） 

・これまでのⅰサロンの相談件数が、ここ3年の平均で約160件、創業者数が2件であるが、

ワンストップ相談の周知を強化することにより、月1～2件、年間20件の相談増加を図り、年

間180件の相談件数を目標とする。 

・個別相談の支援を受けて創業を行う者は、昨年度が年間相談件数の4％であったため、市

が中心となり商工会、地域金融機関等の創業支援事業者との連携を図ることにより、年間相

談件数の5％の8件の創業者創出を目標とする。 

 

（目標数） 

・創業支援対象者数：180件 　・創業者数：8件 

 創業支援等事業の内容及び実施方法

  

（１）創業支援等事業の内容 

 

＜ワンストップ相談窓口＞【既存・特定創業支援等事業】 

・羽村市に創業支援のワンストップ相談窓口を設け、創業支援ネットワークと、様々な創業

時の課題を解決する。 

・ワンストップ相談窓口には、「創業支援コーディネーター」を配置し、創業支援を必要と

する人が適切な相談を受けられるよう創業支援機関との連携を図る。具体的には、相談者の

課題・要望に応じて、適切な創業支援ネットワークにつなげていく。 

・ワンストップ窓口相談者の相談内容は、相談した創業支援連携機関で管理を行い、相談者

の求めに応じて、各機関から相談者へ提供するものとする。相談者は提供された相談内容を

他の機関へ参考資料として提出することが可能とする。 

・ワンストップ窓口相談者の個人情報は、「ｉサロン」の登録者として市が一元管理し、各

種情報提供などのサービスを提供する。 

・「ｉサロン」には、新たに創業を目指す人（創業希望者）が効率的に支援情報を得ること

ができるよう、市、県、国の支援施策を紹介できるようにするとともに、創業支援連携機関

が提供する創業支援に関するチラシなどを配置する「情報コーナー」を設置する。 

・市では、創業支援に関するメール配信サービスにより、各種イベントの情報や施策、創業

支援連携機関の情報を提供する。 

・創業に必要となる要素別の各創業支援機関の役割は以下とする。 



 

  

＜創業に必要な要素と各連携機関が担う役割＞ 

１．地域資源の活用の仕方（地域に眠る宝への気づき） 

羽村市では、東京都が認定した羽村市の地域資源として、計測・分析機器、阿蘇神社、玉

川上水・羽村堰、まいまいず井戸、羽村市動物公園、根搦み前水田がある。地域の資源を活

用する事業を実施する創業希望者の支援を行う場合は、羽村市創業支援ネットワーク各機関

で、支援するための資金提供者、研究機関、販路開拓のネットワークを有する者の紹介等を

行う。 

２．ターゲット市場の見つけ方 

創業支援ネットワーク各機関が市場ニーズ調査の支援を行い、創業希望者へ情報提供す

る。 

３．ビジネスモデルの構築の仕方 

羽村市商工会、西武信用金庫、多摩信用金庫が創業塾等を行い、ビジネスモデル構築に向

けた講座を行う。 

加えて、創業支援等事業スペース「ｉサロン」において、創業初期の作業場所の提供を行

うとともに、コミュニティ形成を促し、創業希望者のビジネス環境を整える。 

４．売れる商品・サービスの作り方 

創業支援ネットワーク各機関が、創業希望者が考える商品・サービスに対し、専門的知見

に基づき強み、弱みを分析し、アドバイスを行う。 

商工会が、事業者連携のためのマッチング支援を行う。 

５．適正な価格の設定と効果的な販売方法について 

創業支援ネットワーク各機関が、販売先、ターゲット、販売方法、価格へのアドバイスを

行う。 

商工会が、販路開拓のためのマッチング支援を行う。 

６．資金調達 

西武信用金庫、多摩信用金庫、日本政策金融公庫、青梅信用金庫、山梨中央銀行が、資金

調達へのアドバイスや金融支援を行うとともに、市が、制度融資や利子補給を行う。また商

工会が、資金調達へのアドバイスを行うとともに、書類作成の補助、補助金等の申請書の作

成支援を行う。 

７．事業計画書の作成 

創業支援ネットワーク各機関が、事業計画書の策定について専門家と一緒にアドバイスを

行い、ブラッシュアップを行う。 

また、補助金等の申請については、創業支援ネットワーク各機関がサポートを行う。 

８．許認可、手続き 

市が、担当課において、創業手続き・許認可についてのアドバイス、関係機関への連絡を

行う。 

また、より詳細な知識を必要とする場合には、創業支援ネットワークに所属する士業ネッ

トワークより、税務、労務管理、企業手続きアドバイスを行う。 

９．コア事業の事業展開の可能性や関連事業への拡大可能性 

創業支援ネットワーク各機関が、創業後の事業展開や新分野への進出可能性等について継

続的なアドバイスを行う。 

 

＜関連する羽村市の施策＞ 

・創業支援補助金 

羽村市は、市内で新たに創業（第二創業を含む）する者に対して、創業に必要な経費の一部

を補助する。 

・中小企業資金融資制度、小口零細企業資金融資制度 

羽村市は、市内で新たに中小企業者として事業を始めるために資金を必要とする場合、利子



 

 及び保証料の一部を補助する。 

 

＜創業支援機関との連携＞ 

・創業支援ネットワークが支援を行った創業支援対象者等の情報に対しては、創業支援対象

者の同意を得つつ、守秘義務に十分配慮しながら、必要に応じて市が情報共有を図る。製

品、販路、販売手法、資金調達、人材等、創業支援対象者がどういう支援を望んでおり、ど

ういったノウハウが不足しているかを把握し、適切な機関に誘導することで、創業実現まで

関係機関が支援できるようにする。 

 

＜特定創業支援等事業について＞ 

・ワンストップ相談窓口において、１ヶ月以上にわたり、４回以上、経営、財務、人材育

成、販路開拓についての知識が身につく相談をそれぞれ実施したことが確認できる者を「特

定創業支援等事業」を受けた者として、羽村市が証明書を発行する。 

・創業窓口相談(別表2-1)、創業塾(別表2-2、2-4)もしくはセミナー・交流会、イベント事

業(別表1-2、2-3、2-5)において、１ヶ月以上にわたり、４回以上、経営、財務、人材育

成、販路開拓についての知識が身につく講義をそれぞれ受講したことが創業支援カルテで確

認できる者を「特定創業支援等事業」を受けた者として、羽村市が証明書を発行する。 

・創業塾(別表2-2、2-4)に参加できなかった（特定の回を欠席した）場合については、ワン

ストップ相談窓口(本事業)やその他の特定創業支援等事業と組み合わせることで、必要な知

識を得たことが確認できれば「特定創業支援等事業」を受けた者として、羽村市が証明書を

発行する。 

 

＜各事業の共通事項について＞ 

・本創業支援等事業計画の全体の進捗状況を市が把握することとし、創業支援ネットワーク

への創業支援対象者・創業者に対するアンケート調査により、常に体制を改善していくこと

とする。 

・特定創業支援等事業を実施し、証明書の発行を受けた創業支援対象者に対しては、その後

の創業の有無や実績を電話、メール等にて確認する。 

・創業後についても、創業支援ネットワークとしてフォローアップを行い、適切な支援を行

っていくとともに、成功事例については、市の広報紙やホームページへの掲載、パンフレッ

トの配布を行うなど、広くＰＲする。 

・公序良俗を害する恐れのある事業を行う創業支援対象者に対しては、創業支援サービスを

行わない。創業支援ネットワークでもこの方針を徹底する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・羽村市に、担当者１名および中小企業診断士の資格を持つ創業支援コーディネーターを配

置し、創業支援ネットワークと連携したワンストップ相談窓口を設置する。また、創業支援

ネットワークでパンフレットを作り、各機関の窓口にそれぞれ配架し、幅広く、創業支援対

象者の目に届くようにする。加えて、羽村市広報や羽村市公式サイトにおいても、相談窓口

設置を広くPRしていくこととする。 

・ワンストップ相談窓口事業において支援を行った創業支援対象者情報等に関しては、個人

情報保護に配慮しつつ、市が一元管理を行い、名簿や集計表の作成を行い、『創業支援カル

テ』を作成する。 

・創業支援ネットワークの連携を密にするため、半年に１度程度、各創業支援連携機関担当

者との連絡会議を開催し、各機関の活動状況、改善点、支援事例等について情報共有を行

う。 

 計画期間



 

 

 

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回認

定日以降の申請が対象となる。 



 

別表１－２　創業支援セミナー　【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村が実施する創業支援等事業（羽村市） 

 創業支援等事業の目標

  

（目標の根拠） 

・平成27年10月から実施している羽村市の創業支援セミナー、直近3年間の参加者が、1

回あたり平均12名であることから、各回において同等程度の参加者数各15名を見込む。

年間で5回の開催とする。セミナーにはすでに創業後間もない参加者も含まれるため、新

たな創業希望者を約半数とし、そのうち1割程度の創業実現を目標とする。 

（目標数） 

・創業支援対象者数：75件　　・創業者数：3件 

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 

 

・創業希望者および創業後間もない経営者に対し、経営ノウハウ（経営、財務、人材育

成、販路開拓等）を身につけるセミナーを開催する。また、創業マインドの醸成および創

業希望者同士の交流を図り、幅広い層への創業に関する総合的な支援を行う交流会を開催

する。 

・上記セミナーや交流会を経営、財務、人材育成、販路開拓等のテーマで年間5回程度開催

する。各テーマのセミナー及び交流会をもれなく1回以上（合計4回以上）1ヶ月間にわたっ

て学習させる「特定創業支援等事業」とする。 

・経営、財務、人材育成、販路開拓の各テーマのセミナー及び交流会をもれなく1回以上

（合計4回以上）1ヶ月間にわたって学習した者を「特定創業支援等事業を受けた者」と

し、羽村市が証明書を発行する。本事業以外のその他の特定創業支援等事業と組み合わせ

ても可とする。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

 

・年間5回程度開催する。 

・講師は、中小企業診断士をはじめとする士業ネットワークや、創業支援連携機関、その

他創業支援を行っている外部機関の有識者など、各テーマに合わせて選定する。 

・創業支援セミナーを受けた者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を

記載した名簿を作成する。 

・市は当該事業の内容を、創業希望者に案内し、羽村市広報やホームページにおいても、

ひろくPRしていくこととする。 

・個人情報については、個人情報保護に配慮しつつ、市が一元管理を行い、名簿や集計表

の作成を行い、『創業支援カルテ』を作成する。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回

認定日以降の申請が対象となる。 



 

別表２－１　創業窓口相談　【既存・特定創業支援等事業】 

市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 

 実施する者の概要

  

（１）氏名又は名称 

羽村市商工会 

（２）住所 

　　　　東京都羽村市栄町2-28-7 

（３）代表者の氏名 

　　　　島田　哲一郎 

（４）連絡先 

　　　　042-555-6211 

--------------------------------------------------------------------------------- 

（１）氏名又は名称　　 

西武信用金庫 

（２）住所　 

東京都中野区中野2－29－10 

（３）代表者の氏名　　 

　　　　髙橋　一朗 

（４）連絡先 

　　　　地域協創部（創業支援担当） 

　　　　電話番号　03-6382-7016 

--------------------------------------------------------------------------------- 

（１）氏名又は名称 

　多摩信用金庫 

（２）住所 

　東京都立川市緑町３番地の４ 

（３）代表者の氏名 

　理事長　金井　雅彦 

（４）連絡先 

　価値創造事業部　法人支援グループ　創業支援担当 

    　　　　　　東京都立川市緑町３番地の４ 

　　　　　　　　電話番号　042-526-7766 

    　　　　　　ＦＡＸ　　042-528-0940 

 

--------------------------------------------------------------------------------- 

（１）氏名又は名称 

　　　　株式会社　日本政策金融公庫 

（２）住所 

　　　　東京都千代田区大手町１－９－４ 

（３）代表者の氏名 

　　　　総裁　田中　一穂 

（４）連絡先 

立川支店　国民生活事業　融資第二課長　TEL：042-524-4192 

 

-------------------------------------------------------------------------------- 

 



 

 （１）氏名又は名称 

　　　　青梅信用金庫 

（２）住所 

　　　　東京都青梅市勝沼３－６５ 

（３）代表者の氏名 

　　　　理事長　平岡　治房 

（４）連絡先 

　　　　①羽村支店　 TEL:042-555-3211、FAX:042-555-4017、担当者:支店長 山﨑　幹雄 

　　　　②営業推進部 TEL:0428-24-1116、FAX:0428-24-4646、担当者:専任課長 池田 優樹 

-------------------------------------------------------------------------------- 

（１）氏名又は名称 

　　　　株式会社山梨中央銀行 

（２）住所 

　　　　山梨県甲府市丸の内1-20-8 

（３）代表者の氏名 

　　　　代表取締役頭取　古屋　賀章 

（４）連絡先 

　　　　東京都羽村市五ノ神2-1-8 

　　　　担当者：羽村支店　支店長　藤本　修　TEL：042-555-2111　FAX：042-555-2115 

 創業支援等事業の目標

 （目標の根拠） 

　・羽村市商工会及び各金融機関の相談件数が、ここ3年の平均で25件、創業者数が19件であ

ったことから、年間30件の創業支援を行うことを目標とし、うちこれまでの創業者実績

から7割程度の21件の創業者創出を目標とする。 

 

（目標数） 

・創業支援対象者数：30件　　・創業者数：21件

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 

＜個別窓口相談＞【既存・特定創業支援等事業】 

・羽村市のワンストップ相談窓口からの依頼、もしくは各創業支援連携機関への直接の申し

込みに応じて、創業希望者からの窓口相談を実施する。 

・各創業支援連携機関の相談員及び専門家が、一人当たり１～２時間程度、無料で課題や相

談を聞き、内容に応じ対応方法をアドバイスする。 

・創業窓口相談事業のなかで、相談員や専門家のアドバイスを1ヶ月以上にわたって継続的に

実施し（合計4回以上）、経営、財務、人材育成、販路開拓の全て習得させる事業を「特定創

業支援等事業」とする。 

・創業窓口相談事業(本事業)以外の特定創業支援等事業と組み合わせて、経営、財務、人材

育成、販路開拓を全て身に付けた者を「特定創業支援等事業を受けた者」として、羽村市が

証明書を発行する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・各創業支援連携機関の相談員及び専門家により相談、アドバイスを実施する。 

・各機関は創業相窓口相談事業を受けた者については、氏名、住所、連絡先、相談内容、相

談日等を記載した名簿を作成し、市からの照会に応じる。 

・市は当該事業の内容を、相談希望者に案内し、羽村市広報や羽村市公式サイトにおいて

TEL:042-555-3211%E3%80%81FAX:042-555-4017%E3%80%81%E6%8B%85%E5%BD%93%E8%80%85:%E6%94%AF%E5%BA%97%E9%95%B7
TEL:0428-24-1116%E3%80%81FAX:0428-24-4646%E3%80%81%E6%8B%85%E5%BD%93%E8%80%85:%E8%AA%B2%E9%95%B7%E4%BB%A3%E7%90%86%20%E6%B1%A0%E7%94%B0


 

 も、広くPRしていくこととする。 

・名簿の管理など個人情報については、個人情報保護法を遵守した上で、各創業支援連携機

関の規定により適切に管理し、公開出来る範囲で創業支援ネットワークで情報共有してい

く。 

・特定創業支援等事業の資格を満たした者に対しては、市の融資制度、利子補給制度を積極

的に紹介し、活用してもらうこととし、その後の創業の有無や実績等を電話、メールにて確

認し、必要に応じて継続的な支援を行う。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回認

定日以降の申請が対象となる。 



 

別表２-２　創業塾　【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 実施する者の概要

 （１）氏名又は名称 

羽村市商工会 

（２）住所 

　　　　東京都羽村市栄町2-28-7 

（３）代表者の氏名 

　　　　島田　哲一郎 

（４）連絡先 

　　　　042-555-6211 

-------------------------------------------------------------------------------- 

（１）氏名又は名称 

東京都商工会連合会　産業サポートスクエア・TAMA 

（２）住所 

　　　　東京都昭島市東町3-6-1 

（３）代表者の氏名 

　　　　山下　真一 

（４）連絡先 

　　　　042-500-3885

 創業支援等事業の目標

 （目標の根拠） 

・過去の創業塾では、東京都商工会連合会との共催の創業塾での参加者が55名(うち、羽村

市1名：令和5年度)、青梅商工会議所との共催の創業塾の参加者が73名(うち羽村市15名:令

和5年度)の実績となっている。 

・創業塾の参加者を約50名とし、約1.2割程度の市内参加者6名を見込む。うち2割の1件の

創業者創出を目標とする。（過去の創業率をもとに計算） 

 

（目標数） 

・創業支援対象者数：6件 　・創業者数：1件

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 

＜創業塾＞【既存・特定創業支援等事業】 

・現在、商工会連合会や商工会議所と共催で、創業希望者を対象とする「創業塾」を年１

回（全５コマ）開催している。次年度以降もこれと同等の創業塾を開催する。 

＜特定創業支援等事業について＞ 

・講義のうち、４回以上、１ヶ月以上の期間にわたり、経営、財務、人材育成、販路開拓

の４つの知識が身につく講義を受講した者を「特定創業支援等事業」を受けた者とする。 

・カリキュラムの例（令和５年度実施） 

　　１日目　起業するにあたっての重要ポイント：企業に必要な心構え、戦略的に取り組

もう、経営の方向性、創業の形態・手続き 

　　２日目　事業内容を明確にしよう：ビジネスに関する法律、事業内容を明確にしよ

う、ビジネスプラン策定の全体像、マーケティング戦略 

　　３日目　顧客開拓方法を考えよう：人材育成と労働基準法の知識、税務の基礎知識、

顧客開拓方法を考えよう、販売促進の手法 

　　４日目　売上・利益・資金計画を作ろう：会計の基礎知識、売上・利益計画、資金計

画を作ろう、中小企業の資金調達 

　　５日目　ビジネスプランを完成させよう：ライフプランニングと社会保険の知識、ビ



 

 

 ジネスプランを完成させよう 

・創業塾に参加できなかった（特定の回を欠席した）場合については、その他の特定創業

支援等事業と組み合わせることで、必要な知識を得たことが確認できれば「特定創業支援

等事業」を受けた者として、羽村市が証明書を発行する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・商工会が中心となり、広域的な実施を視野に入れて、企画、会場準備、教材の準備等を

行う。 

・市は当該事業の内容を、希望者に案内し、羽村市広報やホームページにおいても、ひろ

くPRしていくこととする。 

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、

受講日等を記載した名簿を作成し、個人情報の取り扱いの了解を得て、事業終了後直ちに

市に提出する。名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回

認定日以降の申請が対象となる。 



 

別表２-３　（セミナー・イベント事業）【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 実施する者の概要

 （１）氏名又は名称　　 

西武信用金庫 

（２）住所　 

東京都中野区中野2－29－10 

（３）代表者の氏名　　 

　髙橋　一朗 

（４）連絡先 

　地域協創部（創業支援担当） 

　電話番号　03-6382-7016 

 創業支援等事業の目標

 （目標の根拠） 

・創業セミナー・イベント：３回程度　（広域事業：当金庫営業エリア内） 

・当金庫営業エリア内目標数 

　　創業支援者数　９０人（３回×３０人＝９０人） 

　　創業者数　　　１８人（２０％の創業を目指す） 

・羽村市における目標数 

　　創業支援者数　　１人 

　　創業者数　　　　１人 

 

・当金庫営業エリア内 

千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、品川区、目黒区、世田谷区、渋谷区、中野

区、杉並区、豊島区、板橋区、練馬区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、

府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、国

立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、羽村市、あきる野

市、西東京市、瑞穂町、日の出町、檜原村、所沢市、入間市、相模原市 

 

人口数 

当金庫営業エリア内　１，０７８万人 

羽村市　　　　　　　　　　　５万人 

人口割合　　　　　　　　　０．５％ 

 

（目標数） 

・創業支援対象者数：１人　　　　・創業者数：１人　 

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 

「創業セミナー・イベント事業」 

・創業前後に必要とされる経営、財務、人材育成、販路開拓に関するテーマとしたセミナ

ー・イベントを1か月以上に亘り全４回実施。創業前後の事業者および創業予定者や認定

連携創業支援事業者、地域事業者、外部講師、羽村市などの協力のもとセミナー・イベン

トを企画し、羽村市での創業気運を高め創業につながる内容を実施していく。 

・各テーマのセミナーをもれなく1回以上（合計4回以上）1ヶ月間にわたって学習させる事

業を「特定創業支援等事業」とする。 

 



 

 

 

 （２）創業支援等事業の実施方法 

・年度内で３回の開催を予定とする。 

・実施場所：当金庫営業エリア内  

・運営方法：事前予約制とし、西武信用金庫側で講師を用意して当金庫関連施設等にて実施

する。 

・受講者が欠席等で補講を希望する場合には、対象項目の個別相談への参加により当該項目

を補うことができる。 

・内容によっては他の創業支援機関等と協力して実施する。 

・羽村市は、当該事業において、相談希望者を創業相談事業に案内し、本広域事業の広報を

行う。 

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容・受

講日等記載した名簿を作成し、名簿の管理については、個人情報保護法を遵守し、羽村市

からの照会に応じる。 

・羽村市は、羽村市以外で創業相談、創業セミナーを受けた者についても、羽村市で創業を

希望する者に対しては、西武信用金庫に照会したうえで、証明書を発行する。 

・特定創業支援等事業の資格を満たした者に対しては、羽村市の制度融資、利子補給制度を

積極的に紹介するとともに、その後の創業の有無や実績等を電話、メール等にて確認す

る。またその後の状況など情報共有を行い、必要に応じて継続的な支援を行う。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については　令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書の発行については、改正法第１４回

認定日以降の申請が対象となる。 



 

別表２－４ 創業塾　【既存・特定創業支援等事業】 

市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 実施する者の概要

 （１）氏名又は名称 

　多摩信用金庫 

（２）住所 

　東京都立川市緑町３番地の４ 

（３）代表者の氏名 

　理事長　金井　雅彦 

（４）連絡先 

価値創造事業部　法人支援グループ　創業支援担当 

　 

    東京都立川市緑町３番地の４ 

　　　　　電話番号　042-526-7766　　　　　FAX番号　　042-528-0940 

 創業支援等事業の目標

 （目標の根拠） 

◆創業塾の開催：　10回／年度　※多摩地域及びその周辺で開催（広域事業） 

　　多摩地域及びその周辺： 

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、 

調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、 

国立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、 

多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、 

檜原村、奥多摩町、相模原市、所沢市 

◆対象者：　創業予定者及び創業間もない方 

◆創業率：  創業塾参加者のうち 20％程度　 

 

（目標数） 

◆年間目標（多摩地域及びその周辺全体） 

　　　　：創業支援等対象者数　50人 

　　　　：創業者数　10人 

◆年間目標（羽村市）　　　　 

：創業支援対象者数 1人 

　　　　：創業者数　1人　　 

※多摩地域人口割合で算出：羽村市5.4万人、多摩地域428万人、人口割合1.2％ 

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 
 
創業塾事業（既存）（特定創業支援等事業） 

・多摩信用金庫と創業支援機関（自治体含む）が連携し、創業者に対して、経営ノウハ

ウ（経営、財務、人材育成、販路開拓等）を身につける創業塾を開催する。 

・創業塾へは、多摩地域及びその周辺に住んでいる方もしくは、多摩地域及びその周辺

で創業を予定している方であれば、どの創業塾へ参加しても良い。 

・創業塾を年間10回程度開催し、1回の創業塾は1週間に1日程度で４週間（４回）以上

の開催とし、経営、財務、人材育成、販路開拓の知識を全て習得できる事業を特定創

業支援等事業とし、その後も事業進捗をフォローする。 

・創業塾の全カリキュラムを終了した者を「特定創業支援等事業を受けた者」とする。 

欠席した場合は、個別相談（別表2－1）やセミナー（別表2－5）との組み合わせで補



 

 

 講可能とする。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・内容に応じて、多摩地域の創業支援期間（自治体含む）と共催で実施する。 

受講者の氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を記載した名簿を作成し、羽村市

からの照会に応じる。 

・羽村市は当該事業において、窓口などに来た相談者を創業塾事業に案内し、本広域事

業の広報を行う。 

・個人情報の管理については、内規により適切に管理する。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回認

定日以降の申請が対象となる。 



 

別表２－５　創業セミナー　【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 実施する者の概要

 （１）氏名又は名称 

　多摩信用金庫 

（２）住所 

　東京都立川市緑町３番地の４ 

（３）代表者の氏名 

　理事長　金井　雅彦 

（４）価値創造事業部　法人支援グループ　創業支援担当 

　 

    　　　東京都立川市緑町３番地の４ 

　　　　　電話番号　042-526-7766　　　　　FAX番号　　042-528-0940 

 創業支援等事業の目標

 （目標の根拠） 

◆セミナー・イベントの開催： 20 回程度　　※多摩地域及びその周辺で開催（広域事業） 

　　多摩地域及びその周辺： 

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、 

調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、 

国立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多

摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、 

檜原村、奥多摩町、相模原市、所沢市 

◆対象者：　創業予定者及び創業間もない方 

◆創業率：  セミナー・イベント参加者のうち 20％程度　 

 

（目標数） 

◆年間目標（多摩地域及びその周辺全体） 

　　　　：創業支援等対象者数　100人 

　　　　：創業者数　　 　20人 

◆年間目標（羽村市） 

　　　　：創業支援対象者数　1人　 

　　　　：創業者数　　　　　1人 

※多摩地域人口割合で算出：羽村市5.4万人、多摩地域428万人、人口割合1.2％ 

 創業支援等事業の内容及び実施方法

 （１）創業支援等事業の内容 

 

セミナー・交流会事業（特定創業支援等事業） 

・多摩信用金庫と創業支援機関（自治体含む）が連携し、創業者に対して、経営ノウハ

ウ（経営、財務、人材育成、販路開拓等）を身につけるセミナー・交流会を開催す

る。 

・多摩地域及びその周辺に住んでいる方もしくは、多摩地域及びその周辺で創業を予定

している方であれば、どのセミナー・交流会へ参加しても良い。 

・1年間かけて20回程度継続的に開催されるセミナー・交流会であり、各セミナー・交

流会ごとに経営、財務、人材育成、販路開拓等のテーマを決めて開催し、各テーマの

セミナーをもれなく1回以上（合計4回以上）1ヶ月間にわたって学習させる事業を

「特定創業支援等事業」とし、その後の事業進捗をフォローする。 



 

 

 ・経営、財務、人材育成、販路開拓の各テーマのセミナーをもれなく1回以上（合計4回

以上）1ヶ月間にわたって学習した者を「特定創業支援等事業を受けた者」とする。

個別相談（別表2－1）や創業塾（別表2－5）と組み合わせても可とする。 

例）「たましん創業ステップアップセミナー」 

会場：me:rise立川 

内容：創業計画書の作成・創業期の資金調達のポイント 

開催頻度：月2回程度 

特定創業支援等事業について： 

「経営」「財務」に該当するセミナーを受講後、2回以上の個別相談（別表2―1）を実

施し、「人材育成」「販路開拓」含む知識の習得を目指す。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・年間20回程度開催。 

・内容に応じて、多摩地域の創業支援期間（自治体含む）と共催で実施する。 

・受講者の氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を記載した名簿を作成し、羽村市

からの照会に応じる。 

・羽村市は当該事業において、窓口などに来た相談者をセミナー・交流会事業に案内

し、本広域事業の広報を行う。 

・また、個人情報の管理については、内規により適切に管理する。 

 計画期間

  

平成２８年４月１日～令和１０年３月３１日 

変更箇所については令和６年９月９日～令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、改正法第１４回認

定日以降の申請が対象となる。 


